
別な支援を要する児童･生徒の就学について、保護者の意向を確認のうえ、最適な就学について協議を図
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 る。
展開方向

特別な支援を要する児童･生徒の就学について、教育支援委員会を設置し、年４回委員会を開催して、対象 ・就学説明会　４，５月に３回実施
児童・生徒就学先を審議する。また教育研究所がこども発達センター・我孫子特別支援学校等と連携し、対 ・特別支援学級見学　６～７月に実施
象児童・生徒･保護者と個別に相談し、学校見学・体験入学等を通して保護者の意向を確認しながら就学を 当該年度 ・特別支援学級体験入学　９～１０月に実施
決定する。 執行計画 ・教育支援委員会　７月上旬・１０月下旬・１１月中旬・１２月上旬　４日間実施　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 　　　
・対象件数　約８０件　　　　　　　　　　　　
教育相談・教育支援委員会での結果について的確に保護者へ説明し、 想定値 80当該年度
最適な就学を決定するための、就学児童生徒相談件数。 単位 件数

活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象児童・生徒を的確に把握し、関係各所と連携を取りながら最適な就学を判断し支援する。 直接 相談人数・審議人数 % 100 100

令和 2年度 対象児童・生徒を的確に把握し、関係各所と連携を取りながら最適な就学を判断し支援する。 直接 相談人数・審議人数 % 100

令和 3年度 対象児童・生徒を的確に把握し、関係各所と連携を取りながら最適な就学を判断し支援する。 直接 % 100

教育支援委員会の審議結果と、保護者の意向がそぐわない場合の対応。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・教育支援委員会委員報酬 ・教育支援委員会委員報酬 ・教育支援委員会委員報酬 ・教育支援委員会委員報酬
３，５００円×３人×４回 42 ３，５００円×２人×３回 21 10 ３，５００円×２人×３回 21 ３，５００円×２人×３回 21
・柏地区特別支援教育研究連盟負担金 299 ３，５００円×３人×１回 11 11 ３，５００円×３人×１回 11 ３，５００円×３人×１回 11

・柏地区特別支援教育研究連盟負担金 300 300 ・柏地区特別支援教育研究連盟負担金 300 ・柏地区特別支援教育研究連盟負担金 300

実施内容

(8)施行事項
費　　用 ＊

予算(決算)額 合　　計 341 合　　計 332 321 合　　計 332 合　　計 332
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 341 332 321 332 332

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.42 0.42 0.42 0.42 0.42
正職員人件費 3,696 3,696 3,696 3,696 3,696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,037 4,028 4,017 4,028 4,028
(11)単位費用

50.46千円／件数 50.35千円／件数 50.21
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

特別な支援を要する児童・生徒を科学的に調査し、適正な就学を保護者に伝え、就学後には個々に応じた学習指導を推進 ●①事前確認での想定どおり
する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

特別な支援を要する児童・生徒が年々増加傾向にあり、一人ひとりについて審議し適切な就学支援を行う事は非常に重要
である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校教育法に基づき、市に教育支援委員会を置く。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特別な支援を要する児童・生徒の保護者に市内の特別支援学 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 級の見学・体験に参加してもらうことで、適正な就学先決定 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り に向けての支援体制について理解を深めていただいた。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
個人情報に深くかかわる事業であり、市民参加や協働は望ましくない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 不必要な資料など環境負荷低減に貢献していく。 年間3回行われる就学説明会、学校見学会、体験入学の参加 ●①想定どおり
□②生き物と共存している の際に、保護者に公共交通機関の利用をお願いしたい。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保護者からの相談に対して適切な就学指導、支援を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,028 9 4,017 99.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.48

% 10万円 2.49 100.4

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童・生徒への就学に対する的確な支援を継続していくことは重要であり，特別な支援を要する児童生徒が年々増加傾向にある。担当委員を当
番制とし，報償費は現状のまま実施する。
令和２年度は事業名を「教育支援委員会の運営」と変更し、柏地区特別支援教育研究連盟負担金は№1066「特別支援教育推進事業」に移す。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1025 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 就学支援事務 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 発達障害のある児童・生徒の就学指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,027 千円 (うち人件費 3,696 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,028 千円 (うち人件費 3,696 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、学 特



、基礎的・基本 教科書採択や学級増や少人数指導などの指導法改善に対応し、市内小・中学校すべての教員が、学習指導要
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的 領に基づき、基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育をすることができるようにする。
展開方向

教科書採択や学級増又は指導法の改善に伴い,教科書及び指導書を配付、活用することにより、基礎・基本 学級増の分または少人数指導担当に対するの教科書・指導書配付。
の確実な定着と個性を生かす教育の充実を推進することができる。３２年度に小学校教科書改訂があるので
，教師用の教科書及び指導書等を配付する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

教師用教科書、指導書の配布セット数。 想定値 14当該年度
単位 セット

活動結果指標 実績値 14

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内小中学校すべての教員が、学習指導要領に基づき、基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育を展開する。 直接 配布対象に対する教師用教科書、指導書配付率 % 100 100

令和 2年度 市内小中学校すべての教員が、学習指導要領に基づき、基礎・基本の定着を図り、個性を生かす教育を展開する。 直接 配布対象に対する教師用教科書、指導書配付率 % 100

令和 3年度 学級増や少人数指導などの指導法改善に対応し、市内小・中学校すべての教員が、学習指導要領に基づき、基礎・基本の定着を － 配付対象に対する教師用教科書、指導書配付率 % 100
図り、個性を生かす教育を展開する。
児童生徒数の増減による学級数や教員数の増減に適切に対応し、適正な配付に努める。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小中学校教師用教科書及び指導書 小中学校教師用教科書及び指導書 小中学校教師用教科書及び指導書 小中学校教師用教科書及び指導書
（学級増加分） 2,610 （学級増加分） 2,995 1,950 （学級増加分） 2,000 （学級増加分） 2,000
すすむ千葉県 726 すすむ千葉県 684 686 すすむ千葉県 690 すすむ千葉県 690
デジタル教科書 130 デジタル教科書 130 130 ＊ デジタル教科書 8,677 ＊ デジタル教科書 3,000
小学校道徳教師用教科書 86 移行用補助教材指導書 39 39 ＊ 小学校教師用教科書及び指導書改訂 29,197 ＊ 中学校教師用教科書及び指導書改訂 30,000
小学校道徳教師用指導書 674 小中学校教師用教科書及び指導書
小学校道徳教師用指導書セット 2,106 （学級増加分）　※3月補正 △950

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,332 合　　計 2,898 2,805 合　　計 40,564 合　　計 35,690
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,332 2,898 2,805 40,564 35,690

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 1,936 1,936 1,936 1,936

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,268 4,834 4,741 42,500 37,626
(11)単位費用

590.57千円／セット 345.29千円／セット 338.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

教科書採択や児童・生徒数の増加に伴う学級数・指導者数増加分及び各校の少人数指導計画に基づく指導者の増加や該当 ●①事前確認での想定どおり
学年の変更等に係り、教師用の教科書、指導書が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

教職員数や児童・生徒数を正確に把握しているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 教育活動を行うために必要な教科書や指導書を不足すること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なく教師に配付し、市内において同様なレベルを保つために
□その他 　促進された は市教委が実施する必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 教師用教科書・指導書は大切に保管され、散逸されることが ●①想定どおり
□②生き物と共存している ないように各校で年度末に集め確認を行っている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

必要数を吟味し、確実に配付したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,834 3,434 4,741 98.08
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

必要数を配付した。

41.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 必要数を配付した。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.07

% 10万円 2.11 101.93

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内小中学校における教育水準を保つために、各校へ必要数を適切に配付する事業は今後も現状通り推進していく必要がある。
また、委託業者の納期遵守・納品物管理については改善を要する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1052 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 小中学校教師用教科書及び指導書の配付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,784 千円 (うち人件費 1,936 千円）⑦事業費
総事業費 3,717 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,834 千円 (うち人件費 1,936 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し



文集を配付することにより、学級経営や個人研究の参考にすると共に自己研修の
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的 意識を高めます。また，優れた実践や教育方法などの普及に努めます。
展開方向

原則として、個人研究とする。各教科・特別活動・総合的な学習の時間・生徒指導・学級、学年経営に関す ６月に募集要項の配布。１月に論文提出。３月に論文集の発行。次年度４月に表彰。
るもの、特別支援教育・学校事務・学校保健等の論文を募集し、それらをまとめた論文集を作成し、市内全 また，随時，教育情報を発行する。
小・中学校と応募者全員へ配付する。 当該年度
教育内容や優れた実践などを教職員に紹介する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

教職員研究論文集の発行部数 想定値 180当該年度
単位 部

活動結果指標 実績値 180

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 優れた教科・領域他学級経営などの実践をまとめ、教育研究論文集を作成する。 直接 論文内容の充実度 % 90 100

令和 2年度 優れた教科・領域他学級経営などの実践をまとめ、教育研究論文集を作成する。 直接 論文内容の充実度 % 100

令和 3年度 優れた教科・領域他学級経営などの実践をまとめ、教育研究論文集を作成する。 直接 論文内容の充実度 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

教職員研究論文表紙印刷・製本費 49 教職員研究論文表紙印刷・製本費 50 50 教職員研究論文表紙印刷・製本費 50 教職員研究論文表紙印刷・製本費 50
市章付賞状印刷 25 25

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 49 合　　計 75 75 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 49 75 75 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.21 0.21 0.21 0.21
正職員人件費 1,496 1,848 1,848 1,848 1,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,545 1,923 1,923 1,898 1,898
(11)単位費用

8.58千円／部 10.68千円／部 10.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童・生徒に「確かな学力」を身に付けさせるためには、教師の教材研究や実践の積み重ねが必要不可欠である。市内の ●①事前確認での想定どおり
小・中学校の優れた実践に基づく研究論文集を作成し、配付することにより、自分の指導を振り返り指導法の工夫改善に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 役立てることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内教職員の論文をまとめ、論文集を配布することにより、学級経営や個人研究の参考にするとともに自己研修の意識を
高める。また、優れた実践や教育方法などの普及に努める。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 教職員の資質向上を図るため、教育委員会が教育論文の募集

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を行い、まとめていくことに意義がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
学校への周知やとりまとめ，原稿訂正依頼などは，市（市教委）の方が，円滑に行うことができる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

令和元年度は１６の論文の応募があった。多様なジャンルからの応募があり、内
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

容の充実も図られ、教職員の指導の指針となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,923 △378 1,923 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△24.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.2

% 10万円 5.2 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
児童生徒に「確かな学力」を身に付けさせるためには、教職員の教材研究や日々の実践の積み重ねが不可欠である。市内の小・中学校の優れた
実践に基づく論文集を作成・配布することにより、教職員の指導の振り返りや授業改善のためにも論文集の発行を引き続き推進していく。令和
２年度は更に論文の質を高めるため、我孫子市教職員研究論文募集要項を改正する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1060 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 教職員研究論文集の発行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,923 千円 (うち人件費 1,848 千円）⑦事業費
総事業費 722 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 優れた教育実践をまとめ論



学 スーパーバイザーの派遣により、指導助言を受けた教職員や保護者が、発達障害についての理解を深め、対
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 象児童生徒に適切な教育が行えるようにする。
展開方向

市内小中学校にスーパーバイザーを派遣し、指導・助言を受けることを通して、発達障害についての理解を 各学期ごとに小・中学校の要請に応じて、3人のスーパーバイザーを派遣する。
深め、児童・生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、適切な教育的支援ができるように、教職員の指導力の
向上を図る。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

派遣回数 想定値 10当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 スーパーバイザーの指導助言を活かし、特別な教育的支援を要する児童・生徒の指導・支援に役立てる。 直接 指導・助言が役に立った率・満足度（派遣校にアンケートを実施） % 90 100

令和 2年度 スーパーバイザーの指導助言を活かし、特別な教育的支援を要する児童・生徒の指導・支援に役立てる。 直接 指導・助言が役に立った率・満足度（派遣校にアンケートを実施） % 100

令和 3年度 スーパーバイザーの指導助言を活かし、特別な教育的支援を要する児童・生徒の指導・支援に役立てる。 直接 指導・助言が役に立った率・満足度（派遣校にアンケートを実施） % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

スーパーバイザー報償費１０回分 300 スーパーバイザー報償費６回分 300 180 － 0 － 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 300 合　　計 300 180 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 300 300 180 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0 0
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,356 1,356 1,236 0 0
(11)単位費用

135.6千円／回 135.6千円／回 206
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達障害者支援法が施行され、発達障害を早期に発見し、発達支援についての国や地方公共団体の責務が明らかにされた ●①事前確認での想定どおり
。千葉県では、千葉県教育の戦略的なビジョンの中で、特別支援教育の充実が示されている。スーパーバイザーが専門的 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ な見地から適切な指導支援を行うことは、教職員が発達障害についての理解や指導力を高める上で、必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

スーパーバイザーが，派遣先小中学校において発達障害のある児童生徒や担任，保護者等を支援するために専門的見地か
ら指導助言を行い，有効であったため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が支援することで，市内小中学校への専門的な指導助言が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 可能となった。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 保護者が希望した場合スーパーバイザーの面接を実施してい 保護者が面談を希望した場合は，保護者面談を実施した。子 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り る。 どもへの対応等について，学校と共通理解を図ることができ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り た。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

学校・児童生徒・保護者の状態に対して丁寧に対応したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,356 0 1,236 91.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

教育研究所アドバイザーの対応が増え、学校からの要請が減っているため、スー
パーバイザーの派遣回数を減らした。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.37

% 10万円 8.09 109.77

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
学校からの求めに応じ、外部専門家をスーパーバイザーとして派遣しているが、教育研究所にはアドバイザー７名（正職員３名、会計年度任用 外部専門家を派遣せず職員で対応可能と思われるため、令和２年度から教育研究所アドバイザーに一本化し、本事業を「教育研究所アドバイザ
職員４名）が配置されており、常時、学校に助言・支援を行っている。研究所アドバイザーの活動が充実し、スーパーバイザー要請件数は減少 ー事業」に結合し、効果的・効率的に実施していく。
しており、３１年度は派遣回数６回だった。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1062 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 特別支援教育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 スーパーバイザー派遣事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,356 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、



ステムの構築や特別支援教育の充実、学 特別な支援を要する児童生徒については、様々な障害特性があり、個別に対応する必要がある。学級支援員
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 を配置することにより、自立へ向けての支援・援助を行うと共に、不適応行動への迅速な対応が可能になり
展開方向

、充実した学校生活を送ることができる。
特別な教育的ニーズのある児童生徒が安全・安心な学校生活を送ることができるように学級支援員を配置す 教育研究所が行っている「教育研究所巡回事業」で把握した支援を要する児童生徒の実態により、審査会を
る。また，日本語の不自由な帰国子女及び外国人の児童生徒の学校生活を支援するために通訳を配置する。 開いて学級支援員の派遣人数を決定する。新規に申請があげられた場合は、学校を訪問し実態を確認して派

当該年度 遣が可能な場合は新たに学級支援員を配置する。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

配置人数 想定値 83当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 81

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 教育研究所が行った巡回を基に、学級支援員の適正な配置を行う。 直接 対象児童生徒への配置率 % 100 100

令和 2年度 教育研究所が行った巡回を基に、学級支援員の適正な配置を行う。 直接 対象児童生徒への配置率 % 100

令和 3年度 教育研究所が行った巡回を基に、学級支援員の適正な配置を行う。 直接 対象児童生徒への配置率 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

学級支援員79人と通訳8人の賃金 88,720 学級支援員83人と通訳8人の賃金 92,644 83,326 学級支援員83人と通訳8人の賃金 92,644 学級支援員83人と通訳8人の賃金 92,644
学級支援員の校外活動引率のための 学級支援員の校外活動引率のための 学級支援員の校外活動引率のための 学級支援員の校外活動引率のための
旅費と施設入場料 881 旅費と施設入場料 703 355 旅費と施設入場料 703 旅費と施設入場料 703
雇用保険料・労災保険料 1,067 雇用保険料・労災保険料 1,103 917 雇用保険料・労災保険料 1,103 雇用保険料・労災保険料 1,103

消耗品費 347 263 消耗品費 347 消耗品費 347
学級支援員、通訳の賃金　※3月補正 △7,290
旅費　※3月補正 △300

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 90,668 合　　計 87,207 84,861 合　　計 94,797 合　　計 94,797
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 90,668 87,207 84,861 94,797 94,797

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.37 0.37 0.37 0.37 0.37
正職員人件費 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 89,787 93,747 84,243 93,747 93,747

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 93,924 90,463 88,117 98,053 98,053
(11)単位費用

1,188.91千円／人 1,089.92千円／人 1,087.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

集団生活の中で適応が難しい発達障害のある児童生徒の教育的ニーズに応じた指導・支援が求められている。障害特性を ●①事前確認での想定どおり
理解し、学校内での支援体制の充実が求められている。学級支援員派遣は、それらの児童生徒の安全安心な学校生活をサ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ポートし、適切な学習環境づくりのために必要な事業である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

特別な支援を要する児童生徒の様々な教育的ニーズに応じた指導を行うために，個に応じた支援が必要である。学級支援
員を配置することにより，きめ細かな支援ができ，児童生徒が安心，安全に学校生活を送ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童生徒が充実した学校生活を送れるよう，市の支援が必要

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 不可欠である。学校にとって支援員の存在はとても大きいも
□その他 　促進された のとなっている。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した また，外国からの転入が増え，通訳の需要も増えている。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

支援を必要とする市内全ての小中学校に学級支援員を配置し，児童生徒のニーズ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

に応じて支援を行うことができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 90,463 3,461 88,117 97.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

% 10万円 0.11 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
特別に配慮の必要な児童が年々増加しているため、各学校の実態やニーズを把握したうえで、学級支援員の充実を図っていく。
配置基準について、見直しをしていく必要がある。
通訳の配置は、令和２年度から「特別支援教育に関する研修会」（「特別支援教育推進事業」に事業名変更）の事務事業評価表に記載する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1064 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 小中学校への学級支援員・通訳の配置 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 学級支援員派遣事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 98,053 千円 (うち人件費 3,256 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 90,463 千円 (うち人件費 3,256 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育シ



特別支援教育の支援体制整備のため，巡回相談員が市内の小・中学校を訪問し，授業観察等を通して各学校
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 の特別支援教育体制を把握する。
展開方向

特別支援教育に関する事業の根幹となる事業と位置づけている。 第１回巡回相談：４～　５月に各校１回実施
春・秋の２回，市内全１９校に実施する。 第２回巡回相談：９～１２月に各校１回実施
巡回相談員は，教育研究所長，各学校の担当アドバイザー，特別支援教育担当指導主事,必要に応じて教育 当該年度 　①管理職,特別支援教育コーディネーター等との協議による校内支援体制の把握
研究所ケースワーカー。授業観察及び管理職,特別支援教育コーディネーターの説明等を通して，各学校の 執行計画 　②行動観察による支援を要する児童生徒の把握

(3)事業内容 内　　容 特別支援教育体制を把握する。 　③行動観察による新１年生の就学適応状況の把握
①校内支援体制の把握（校内委員会の実施状況，「個別の教育支援計画・個別の指導計画」の作成状況等） 　④授業観察による学級支援員の配置・活用状況の把握
②支援を要する児童生徒の把握（特に新１年生の就学適応状況の把握） 巡回の学校訪問回数 想定値 38当該年度
③学級支援員の配置・活用状況の把握 （１９校に年２回ずつ） 単位 回

活動結果指標 実績値 38

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 校内支援体制を整備・充実することにより、特別支援学級・通常学級において支援を必要とする児童生徒全員の「個別の教育支 直接 「個別の教育支援計画・個別の指導計画」作成率 % 95 100
援計画・個別指導計画」を作成する。

令和 2年度 校内支援体制を整備・充実することにより、特別支援学級・通常学級において支援を必要とする児童生徒全員の「個別の教育支 直接 「個別の教育支援計画・個別の指導計画」作成率 % 100
援計画・個別指導計画」を作成する。

令和 3年度 校内支援体制を整備・充実することにより、特別支援学級・通常学級において支援を必要とする児童生徒全員の「個別の教育支 直接 「個別の教育支援計画・個別の指導計画」作成率 % 100
援計画・個別指導計画」を作成する。
「個別の教育支援計画・個別の指導計画」の作成には、保護者の理解が必要。しかし、個人情報保護法などにより情報の共有化

(7)事業実施上の課題と対応 に難色を示す保護者もいるので、時間をかけながら丁寧に説明をしていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

教育研究所巡回事業 0 教育研究所巡回事業 0 教育研究所巡回事業 0 教育研究所巡回事業
嘱託職員賃金・費用弁償・共済費 1,274 嘱託職員賃金・費用弁償・共済費 1,259 970 嘱託職員賃金・費用弁償・共済費 1,259 嘱託職員賃金・費用弁償・共済費 1,259

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,274 合　　計 1,259 970 合　　計 1,259 合　　計 1,259
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,274 1,259 970 1,259 1,259

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.47 0.47 0.47 0.47 0.47
正職員人件費 4,136 4,136 4,136 4,136 4,136

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,274 1,259 970 1,259 1,259
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,410 5,395 5,106 5,395 5,395
(11)単位費用

142.37千円／回 141.97千円／回 134.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成19年度から全国的に始まった特別支援教育の体制整備を推進していくために、校内支援体制作りや児童生徒への支援 ●①事前確認での想定どおり
内容の充実を図ることは不可欠であるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内小中学校の特別な支援を必要とする児童生徒は増加の傾向にあり，各校の状況を直接確認し，校内支援体制づくりや
児童生徒への支援の充実を図ることは，今後も重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することにより，各校の状況が把握でき，学校と研

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 究所が共通理解を図りながら校内支援体制を整えていくこと
□その他 　促進された ができる。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

「個別の教育支援計画・個別の指導計画」の作成はかなり浸透してきている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,395 15 5,106 94.64
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.85

% 10万円 1.96 105.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
各学校の状況を直接確認し，校内支援体制づくりや児童生徒への支援に関して助言し，充実を図ることは引き続き必要である。個別の支援計画
・個別の指導計画の点検を行った。全ての保護者の理解は難しいが，研究所と連携していく。学級支援員と話し合うことができた。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1065 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 特別支援教育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 教育研究所巡回事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,395 千円 (うち人件費 4,136 千円）⑦事業費
総事業費 5,972 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、学



学 市内小・中学校の特別支援教育コーディネーターの指導力・資質の向上を図り、校内委員会の中心となって
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 推進していく力量を身に付ける。また、市内の教職員,学級支援員が発達障害についての理解を深め、指導
展開方向

・支援に役立てるようにする。
特別支援教育コーディネーター研修会を年1回，学級支援員研修会を年２回，きこえの研修会を年1回，さら 特別支援教育コーディネーター研修会を年1回，学級支援員研修会を年２回，きこえの研修会を年1回，さら
に各小中学校(１９校）で校内研修会を開催し，特別な教育的支援を要する児童・生徒の指導・支援の仕方 に各小中学校(１９校）で校内研修会を計画し実施する。講師は大学，我孫子特別支援学校コーディネータ
を学ぶ。 当該年度 ー・ＣＡＳ等から招聘する。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

特別支援教育関係の研修会の開催数 想定値 23当該年度
（校内研修会１９，学級支援員研修会２ 単位 回

活動結果指標 実績値 23　コーディネーター研修会1，きこえの研修会1）　

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 特別支援教育コーディネーター・特別支援学級担当，市内教職員，学級支援員が研修内容に対する理解を深め、指導・支援の仕 直接 受講者の理解度及び満足度（受講者へのアンケートによる） % 85 100
方を身につける。

令和 2年度 特別支援教育コーディネーター・特別支援学級担当，市内教職員，学級支援員が研修内容に対する理解を深め、指導・支援の仕 直接 受講者の理解度及び満足度（受講者へのアンケートによる） % 100
方を身につける。

令和 3年度 特別支援教育コーディネーター・特別支援学級担当，市内教職員，学級支援員が研修内容に対する理解を深め、指導・支援の仕 直接 受講者の理解度及び満足度（受講者へのアンケートによる） % 100
方を身につける。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

講師報償費 190 講師報償費 65 5 講師報償費 65 講師報償費 65
嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 190 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 189 146 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 189 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 189

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 380 合　　計 254 151 合　　計 254 合　　計 254
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 380 254 151 254 254

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.52 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,576 4,400 4,400 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 190 189 146 189 189
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,956 4,654 4,551 4,654 4,654
(11)単位費用

198.24千円／回 202.35千円／回 197.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達障害者支援法が施行され、発達障害を早期に発見し、発達支援についての国や地方公共団体の責務が明らかにされた ●①事前確認での想定どおり
。千葉県でも千葉県教育の戦略的なビジョンで特別支援教育の充実が示されている。これらを達成していくためには研修 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を充実させ、校内支援体制を確立し、指導方法を工夫改善していくことが大切である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

特別支援教育の充実が重要課題とされている中で，市内全教職員の研修を実施し，特別支援教育に対する理解を深めると
ともに，支援の技術の向上を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内教職員対象の研修なので，市教育委員会が主導する。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

研修内容や講師を精選したが、経験年数や学校種の違う受講者全員の希望内容と
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 87 87

はいかなかった。今後も充実した研修になるよう努めたい。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,654 302 4,551 97.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 研修内容や講師を精選したが、経験年数や学校種の違う

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 受講者全員の希望内容とはいかなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.15

% 10万円 1.91 88.84

３．事後評価

○現状どおり推進 ●拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内小中学校の児童生徒のためになるよう，教職員の研修会を実施し，スキルアップを目指していく。今後も充実した研修会となるよう努めて 「学級支援員派遣事業」において行っている通訳の配置、指導課の「国際理解教育の推進」で実施している日本語指導者派遣を、令和２年度か
いく。 ら本事業において実施し、事業名を「特別支援教育推進事業」とし、特別支援教育全体として推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1066 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 特別支援教育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 特別支援教育に関する研修会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,654 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、



築や特別支援教育の充実、学 学校生活で何らかの困り感を持つ児童生徒が、自信を持って自分らしい学校生活が送れるように、学校に対
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 して継続した支援を行う。また、その支援を通して校内支援体制の充実を図る。
展開方向

不登校や発達障がい、集団不適応などの学校生活における何らかの困り感があると思われる児童生徒につい ・４～５月および２学期の「巡回相談事業」に担当アドバイザーが同行し、学校の状況把握およびアドバイ
て、教職員とアドバイザーが日常的に情報を共有しあい、児童生徒の困り感を軽減するための方法を教職員 　ザーの活用について啓発を行う。
と共に検討していく。 当該年度 ・学校の要請に基づき随時実施する。
具体的には、学校の要請に基づいて訪問し、授業観察や学校からの情報、校内委員会への参加等を通して、 執行計画 ・必要に応じて、指導主事も同行する。

(3)事業内容 内　　容 対象となる児童生徒のアセスメントを行い、その児童生徒に適した支援方法（学級経営や授業スキルを含む
）、『個別の教育支援計画・個別の指導計画』作成、校内の資源（特別支援学級、心の教室相談員、スクー
ルカウンセラーなど）との連携、市の福祉サービスなどの情報提供、関係機関との連携、教育研究所の教育 アドバイザー派遣回数 想定値 170当該年度
・発達相談事業や就学相談事業との連携など、包括的な視点から問題解決に向けた援助を行う。また必要に 単位 回

活動結果指標 実績値 0応じて、保護者との面談やスーパーバイザー派遣時の同席なども行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学校で何らかの困り感を持つ児童・生徒に対し、アドバイザーの支援が困り感の軽減に役立つ。 直接 アドバイザーの支援が役に立った率・満足度（全校にアンケートを実 ％ 80 100
施）

令和 2年度 学校で何らかの困り感を持つ児童・生徒に対し、アドバイザーの支援が困り感の軽減に役立つ。 直接 アドバイザーの支援が役に立った率・満足度（全校にアンケートを実 ％ 100
施）

令和 3年度 学校で何らかの困り感を持つ児童・生徒に対し、アドバイザーの支援が困り感の軽減に役立つ。 直接 アドバイザーの支援が役に立った率・満足度（全校にアンケートを実 ％ 100
施）

アドバイザーとして求められる役割や関わりが学校体制や規模により少しずつ異なるため、その学校の状況に合わせ、その時に
(7)事業実施上の課題と対応 最も必要とされる役割を担う必要がある。そのため、特別支援教育コーディネーターをはじめとした先生方とこまめに連絡を取 代替案検討 ○有 ●無

り合い学校の状況を把握し、必要に応じて指導主事とも連携し対応する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

知能検査等用紙 70 知能検査等用紙 70 70 知能検査等用紙 70 知能検査等用紙 70
嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,821 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,811 2,911 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,811 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,811

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,891 合　　計 3,881 2,981 合　　計 3,881 合　　計 3,881
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,891 3,881 2,981 3,881 3,881

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.02 1.02 1.02 1.02 1.02
正職員人件費 8,976 8,976 8,976 8,976 8,976

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 3,821 3,811 2,911 3,811 3,811
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,867 12,857 11,957 12,857 12,857
(11)単位費用

75.69千円／回 75.63千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

発達障がいや不登校など、学校生活で何らかの困り感を持つ児童生徒が増加傾向にある。個々の児童生徒の特性にあわせ ●①事前確認での想定どおり
た関わりだけでは解決が難しい場合があり、関係機関との連携や学級経営のあり方など、児童生徒を取り巻く環境調整が ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 一層求められている。そのため、児童生徒がよりよい学校生活を過ごせるような校内体制の構築にむけ、第三者としての ○要
   背景は？(事業の必要性) 専門家（アドバイザー）が教職員に対して総合的な観点から助言及び情報提供等を継続して行う必要性がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童生徒のかかえる問題はさらに多様化・複雑化しており、今後も継続的な学校への支援が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった アドバイザーは市全体の特別支援教育及び福祉制度を理解し

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 た上で支援することが求められる。また、必要に応じて各行
□その他 　促進された 政窓口をはじめとした他機関と連携する場合も即時に対応す

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることが可能である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各学校ごとに決められた担当アドバイザーが学校と密に連携し、背景要因も含め
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92 92

て対象の児童生徒のかかえる課題を的確に把握し、必要な支援を共有できたため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,857 10 11,957 93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.78

％ 10万円 0.77 98.72

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今年度も各アドバイザーが学校と連携しながら必要な支援を検討でき、実績値が昨年度よりもさらに向上した。来年度はヤング手賀沼を20校目 本事業の他に、学校からの求めに応じ、外部専門家をスーパーバイザーとして派遣している。外部専門家を派遣せず職員で対応可能と思われる
の学校と捉え、さらに担当アドバイザーを配置する予定である。 ため、令和２年度から教育研究所アドバイザーに一本化し、本事業に「スーパーバイザー派遣事業」を結合し、効果的・効率的に実施していく

。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1067 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 特別支援教育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 教育研究所アドバイザー事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,857 千円 (うち人件費 8,976 千円）⑦事業費
総事業費 4,560 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画　子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構



童生徒とその保護者が、児童生徒の状況に応じた就学先を選択し、安心して学校生活を
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 過ごすことができるよう支援するため。
展開方向

年長児についてはこども発達センターと、小学６年生については学校と連携を図りながら、学校見学や体験 ４月：保護者が行う学校への引継に同席し児童生徒の情報について補足する。５月：小学校５・６年生の保
学習を通してその児童生徒に応じた就学先を保護者が選択できるよう相談に応じていく。また、中学３年生 護者を対象に就学ガイダンスを開催し１年間の見通しを伝える。６月から１２月：学校見学、体験入学をコ
については、学校と連携を図りながら、必要に応じて情報提供をしていく。更に、必要に応じて児童生徒の 当該年度 ーディネートする。１０月から１１月：全小学校の就学時健診にて行動観察を行い、就学後の支援につなが
心理検査等を行い、保護者に児童生徒の実態を把握し適切な就学先を選択できるよう支援する。 執行計画 るよう情報提供を行う。１１月～３月：就学時健診で経過観察が必要と判断された児童について心理検査等

(3)事業内容 内　　容 を行い、学校との連携を図りながら安心できる学校生活が送れるよう支援する。その他、年間通して保護者
等の就学相談及び、年４回開催される就学指導委員会に専門委員として参加し、助言や補足を行う。
学校見学・体験学習に同行した回数、ならびに就学についての電話・ 想定値 100当該年度
来所相談件数 単位 件

活動結果指標 実績値 341

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 すべての児童生徒と保護者が就学相談を通して、児童生徒の特性を理解し、納得した上で就学先を決定すること 直接 就学相談で助言した就学先と保護者が選択した就学先の一致率 ％ 79.5 80

令和 2年度 すべての児童生徒と保護者が就学相談を通して、児童生徒の特性を理解し、納得した上で就学先を決定すること 直接 就学相談で助言した就学先と保護者が選択した就学先の一致率 ％ 80

令和 3年度 すべての児童生徒と保護者が就学相談を通して、児童生徒の特性を理解し、納得した上で就学先を決定すること 直接 就学相談で助言した就学先と保護者が選択した就学先の一致率 ％ 80

保護者の中には、就学相談を受けることに消極的なケースや、就学後、困り感が生じる児童生徒もいる。保護者や学校と連携を
(7)事業実施上の課題と対応 とりながら、必要な時に随時、進路変更をすることができるように相談体制を整える。 代替案検討 ○有 ●無

見学、体験等相談件数も増えていることから、よりきめ細かい対応をしていくための相談員の確保が必要である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

就学相談検査用紙 41 就学相談検査用紙 41 41 就学相談検査用紙 41 就学相談検査用紙 41
嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,547 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,518 1,941 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,518 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,518

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,588 合　　計 2,559 1,982 合　　計 2,559 合　　計 2,559
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,588 2,559 1,982 2,559 2,559

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52
正職員人件費 4,576 4,576 4,576 4,576 4,576

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,547 2,518 1,941 2,518 2,518
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,164 7,135 6,558 7,135 7,135
(11)単位費用

71.64千円／件 71.35千円／件 19.23
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

①教育委員会が、児童生徒の就学先について保護者に通知を出すため ○①事前確認での想定どおり
②教育支援委員会において、児童生徒の状況をふまえた就学先の検討を行うため ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ③保護者が児童生徒にふさわしい就学先を決定することができるよう支援する必要があるため ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

相談者が増加しており、想定よりも多かった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 特別支援の就学に関する相談や事務については、市町村の教

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 育委員会が主体となって進めていくため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 特別支援学級の見学には保護者が、体験には児童が参加して 見学、体験に保護者および本人が参加した。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り いる。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし。 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
79.5 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

一人一人の保護者に寄り添いながら、児童生徒の実態について共通理解を図り、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 82.6 103.25

就学先について合意形成を行ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,135 29 6,558 91.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

年度によって対象者数が異なり、変動するため。

0.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 昨年度までと比較して経験年数の低い嘱託職員が担当に

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 なり報酬額が下がったため、対目標値が上昇した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.12

％ 10万円 1.26 112.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
年度により、保護者の意向等には変化がある。引き続き、１件１件の相談について丁寧に対応していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1071 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 教育相談体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 就学相談事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.52 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,135 千円 (うち人件費 4,576 千円）⑦事業費
総事業費 4,772 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、学 発達障がいのある児



実、学 市内小・中学校に相談員を派遣し，児童・生徒の教育相談に応じ，不安や悩みの解消及び不登校対応に努め
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 楽しい学校生活が送れるようにする。児童生徒の様々な悩みについて，時と場に応じた教育相談が適切に行
展開方向

うことができるよう教職員の資質を高める。
市内小・中学校全１９校に心の教室相談員を派遣し、児童生徒の教育相談業務に従事する。派遣は原則とし ・配置校へ派遣書交付，通年相談活動実施（１年間当たり８時間×４２週）
て週８時間（４時間×２日を原則とする）とするが，大規模校・相談のニーズの高い８校には週３日（必要 ・教育研究所でケース検討研修会（週１回自主研修，年間８回講師を招いての研修会）
に応じて４日）（４時間×３日）の派遣とする。 当該年度 ・相談状況，相談記録の集約，在宅訪問指導員の派遣回数を増やす。
講師を招聘しての「心の教室相談員研修会」を年間８回実施し、相談技能の向上を図る。 執行計画 ・当該年度の長欠対策や不登校児童生徒の解消に向けての支援の在り方など，長欠担当職員・教職員を対象

(3)事業内容 内　　容 市内小・中学校の長欠対策担当教員を対象に，年3回研修会を行う。内１回は講師を招聘する。 　とした研修会を行う。
研修会において学校における長欠児童生徒に対する幅広い登校支援相談の在り方を研修し，校内での活用を
図る。市内小・中学校の教職員を対象に，年1回講師を招聘し，研修会を実施する。 児童生徒の相談件数 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 相談員が相談に適切に応じ，児童生徒の悩みの解決を図り，楽しい学校生活が送れるようにする。 直接 受理した相談の解消率 ％ 60 70
研修会等の内容を十分理解し，不登校対応の教育実践に役立てる。

令和 2年度 相談員が児童生徒及び保護者の相談に適切に応じ，児童生徒の悩みの解決を図り，楽しい学校生活が送れるようにする。 直接 受理した相談の解消率 ％ 75
研修会等の内容を十分理解し，不登校対応の教育実践に役立てる。

令和 3年度 研修会等の内容を十分理解し，不登校対応の教育実践に役立てる。 直接 受理した相談の解消率 ％ 80
相談員が児童生徒及び保護者の相談に適切に応じ，児童生徒の悩みの解決を図り，楽しい学校生活が送れるようにする。
問題の原因は，学校・家庭・地域社会のそれぞれの原因が複雑に絡み合っていることが多い。改善し事態の解決を図るには時間

(7)事業実施上の課題と対応 と多種多様な支援等の取り組みが必要とされている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

心の教室相談員（兼務：在宅訪問指導員 11,215 心の教室相談員（兼在宅訪問指導員）賃 11,031 10,942 心の教室相談員（兼務：在宅訪問指導員 11,031 心の教室相談員（兼務：在宅訪問指導員 11,031
消耗品費 69 消耗品費 63 60 消耗品費 63 消耗品費 63
雇用保険料 53 雇用保険料 52 47 雇用保険料 52 雇用保険料 52
長欠対策及び生徒指導等研修会講師謝金 180 長欠対策及び生徒指導等研修会講師謝金 180 180 長欠対策及び生徒指導等研修会講師謝金 180 長欠対策及び生徒指導等研修会講師謝金 180
在宅訪問指導員旅費 7

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 11,524 合　　計 11,326 11,229 合　　計 11,326 合　　計 11,326
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,524 11,326 11,229 11,326 11,326

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.42 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,696 3,520 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 11,268 11,083 10,989 11,083 11,083

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,220 14,846 14,749 14,846 14,846
(11)単位費用

152.2千円／％ 148.46千円／％ 147.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

不登校が長期化し，その数も増加傾向にある。不登校の原因としていじめや学業不振，学校生活上の問題等があり多岐に ●①事前確認での想定どおり
わたっている。憂慮すべき心の状態の児童生徒も少なくない。したがって，不登校の改善・予防において教育相談や学校 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 支援体制の充実が急務である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童生徒間、対教師等の人間関係や家庭に関する問題を抱える児童生徒・保護者及び不登校傾向にある児童生徒について
、心の教室相談員や生徒指導アドバイザーとの相談は、学校生活を送る上で大変大きな役割を果たしている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校内で活動する心の教室相談員や生徒指導アドバイザーの

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 派遣は、市（市教委）が主導で実施することにより、相談員
□その他 　促進された やアドバイザーが管理職や担任・養護教諭等との連携がしや

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した すくなる。また、個人情報保護の観点からも市が主導で進め
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された るべきである。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 個人情報及び学校との円滑な連携のため ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 学校生活や家庭生活で悩みを抱える児童生徒にとって、心の教室相談員や生徒指導アドバイザーとの相談による悩みの解
実現が図られる 消が不登校防止・不登校改善につながっている。不登校予防の観点からも、大変重要な役割を果たしている。

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 個人情報及び学校との円滑な連携のため 個人情報と学校との円滑な連携の観点より。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
60 70 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

心の教室相談員においてニーズを把握し、県から派遣されているスクールカウン
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 65 92.86

セラー等と連携し、細やかな相談を行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,846 374 14,749 99.35
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47

％ 10万円 0.44 93.62

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
学校における教育相談体制の充実を図るために、市内各小・中学校１９校に心の教室相談員が派遣されている。心の教室では、児童生徒だけで
はなく、保護者や教職員の相談も増えている。相談内容は対人関係や不登校、家庭問題、進路等多岐にわたっており、心の教室相談員の役割は
ますます大きなものとなっている。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1072 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 教育相談体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 長欠対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成10年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,846 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 11,324 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充



テムの構築や特別支援教育の充実、学 心理学，福祉，教育関係の資格を持つ相談員を配置し、不登校やいじめ、あるいは発達の偏りを主訴とする
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 相談に応じることで、よりよい学校生活が送れるよう支援する。
展開方向

市内在住の小中学校に通う児童生徒やその保護者、あるいは関係者からの、不登校やいじめ、発達の偏り等 通年で実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
を主訴とする相談に応じる。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

年間の継続ケース数 想定値 300当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 355

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 相談体制の充実を図ることで、安心して相談できる環境づくりや問題の改善につなげる。 直接 継続ケースの保護者にアンケートを実施し，相談の満足度をはかる。 ％ 98 100

令和 2年度 相談体制の充実を図ることで、安心して相談できる環境づくりや問題の改善につなげる。 直接 継続ケースの保護者にアンケートを実施し，相談の満足度をはかる。 ％ 100

令和 3年度 相談体制の充実を図ることで、安心して相談できる環境づくりや問題の改善につなげる。 直接 継続ケースの保護者にアンケートを実施し，相談の満足度をはかる。 ％ 100

相談員は，本事業の他に就学相談事業，アドバイザー事業を兼務している。特に，年２回全校をまわる巡回相談や、９月以降本
(7)事業実施上の課題と対応 格始動する就学相談事業で相談員が総出で当たる中で，アドバイザー派遣も年々依頼が増加し、時期的に本事業における相談者 代替案検討 ○有 ●無

との面談日程の調整が難しくなる状況がある。また、相談内容は家庭の問題等、複雑で多様化しているため、関係機関との連携

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

知能検査用紙 98 知能検査用紙 98 80 知能検査用紙 99 知能検査用紙 99
教育・発達相談用消耗品 23 教育・発達相談用消耗品 21 17 教育・発達相談用消耗品 21 教育・発達相談用消耗品 21
嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 4,904 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 4,875 3,736 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 4,875 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 4,875

嘱託職員報酬　※3月補正 △915
嘱託職員費用弁償　※3月補正 34

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,025 合　　計 4,113 3,833 合　　計 4,995 合　　計 4,995
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,025 4,113 3,833 4,995 4,995

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.47 1.47 1.47 1.52 1.52
正職員人件費 12,936 12,936 12,936 13,376 13,376

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 4,904 4,875 3,736 4,875 4,875
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,961 17,049 16,769 18,371 18,371
(11)単位費用

59.87千円／人 56.83千円／人 47.24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

いじめや学習の遅れ、発達の偏りを背景として不登校や学校での不適応を示す児童生徒の問題は複雑化しており、家庭や ●①事前確認での想定どおり
学校と専門知識のある相談機関が連携して問題解決へつなげることが求められている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

学習の遅れや発達の偏り、家庭内の家族関係などを要因とした不登校や、家族の接し方に関する相談は恒常的に存在し、
教育相談だけでは解決できない案件は随時、関係機関と連携を取った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 相談料や検査料がかからず、相談内容を外部に漏らされる心

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 配がなく、専門的な教育・発達相談ができる。必要に応じて
□その他 　促進された 学校と連携を取り、医療・福祉サービスの情報も提供する。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 相談者にとって安心・安全が確保された相談先として市が実
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された 施する必要性が高い。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 相談に関して保護者に満足度アンケートを実施し、相談体制 教育研究所を利用する保護者や児童生徒に満足度アンケート ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り への改善へつなげる。 を実施し、90％の満足度を得た。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 年度最後半に新型コロナウイルス感染防止のため、来所相談

数を絞ったため、アンケートの数を集めることが難しかった
＜その他の内容＞ 。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

改善困難な相談内容もあり、100％の達成は難しいが、常に相談者に寄り添い、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 90

専門性の高い助言ができるよう努力している。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,049 912 16,769 98.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

相談業務のため、専門の資格を有する相談員と心理検査用具などの確保
に必要な最低限の経費は想定通りとなっている。

5.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.59

％ 10万円 0.54 91.53

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
教育委員会の一機関として、公的機関が児童生徒・保護者の悩みについて専門的な助言・支援を行うとともに、学校と連携をとることは相談支
援事業の重要な役割である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1073 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 教育相談体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 教育相談・発達相談事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,930 千円 (うち人件費 12,936 千円）⑦事業費
総事業費 14,134 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 17,049 千円 (うち人件費 12,936 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育シス



育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、学 長期欠席，不登校児童生徒に対して，様々な活動を通して自立を促し，集団への適応力を養い，学校生活へ
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 の復帰を図る。
展開方向

長期欠席，不登校児童生徒及びその保護者に対し，心理的不安を解消していく過程で，集団への適応・自立 ・年間を通して，学習指導を行う「学習タイム」，人間関係づくりを学ぶ「フレンドタイム」を実践する。
を促し，学校生活への復帰ができるような支援・指導を行う。 ・市民体育館での運動や調理実習を木曜日に実施する。・保護者との個人面談，担任との連絡会を学期ごと
現在，適応指導教室が入っている建物は、施設のあり方及び施設整備を含めて再検討していきます。 当該年度 に行う。・主な行事　１学期－校外学習　２学期－デイキャンプ，校外学習　３学期－お別れ会　毎学期-

執行計画 始めの会，終わりの会・体験活動として栽培活動などにも取り組む。
(3)事業内容 内　　容 ・老朽化している建物は，施設のあり方及び施設整備を含めて再検討する。

年間開室日数 想定値 195当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 177

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通級児童生徒の出席率を高める。 直接 ヤング手賀沼に通級している児童生徒の出席率 % 53 60

令和 2年度 通級児童生徒の出席率を高める。 直接 ヤング手賀沼に通級している児童生徒の出席率 % 60

令和 3年度 通級児童生徒の出席率を高める。 直接 ヤング手賀沼に通級している児童生徒の出席率 % 65

問題の要因は，学校・家庭・地域社会のそれぞれの原因が複雑に絡み合っていると考えられる。それを解消し，事態の解決を図
(7)事業実施上の課題と対応 るには，時間と多種多様な支援が必要と考えられ，目標の達成を図るのは大変である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

適応指導員賃金 2,440 適応指導員賃金 2,241 2,044 適応指導員賃金 2,241 適応指導員賃金 2,241
普通旅費 8 普通旅費 7 4 普通旅費 7 普通旅費 7
消耗品費 104 消耗品費 91 90 消耗品費 98 消耗品費 98
光熱水費 267 光熱水費 270 244 光熱水費 272 光熱水費 272
通信運搬費 125 通信運搬費 131 108 通信運搬費 132 通信運搬費 132
火災保険料 2 火災保険料 2 2 火災保険料 3 火災保険料 3
雇用保険・労災保険 30 雇用保険・労災保険 27 22 雇用保険・労災保険 27 雇用保険・労災保険 27

実施内容 警備委託料 52 警備委託料 53 53 警備委託料 53 警備委託料 53
草刈委託料 27 草刈委託料 13 13 草刈委託料 13 草刈委託料 13

(8)施行事項
費　　用 樹木管理委託料 3 施設等入場料 9 0 施設等入場料 9 施設等入場料 9

事務機器使用料 47 事務機器使用料 18 18 事務機器使用料 18 事務機器使用料 18
施設等入場料 9 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,147 2,704 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,188 嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 3,188
事務備品購入費 37 施設修繕料　※予備費 37 37

＊ ヤング手賀沼耐震診断業務委託料 2,061
嘱託職員報酬・共済費・費用弁償 2,992

予算(決算)額 合　　計 8,204 合　　計 6,046 5,339 合　　計 6,061 合　　計 6,061
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,204 6,046 5,339 6,061 6,061

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,992 3,117 2,704 3,188 3,188
臨時職員賃金額 2,470 2,268 2,066 2,268 2,268

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,260 7,102 6,395 7,117 7,117
(11)単位費用

47.49千円／日 36.42千円／日 36.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

全国的に以前は神経症による不登校が多く見られたが，現在は家庭環境、対人関係調整力の不足等、複雑な要因が絡み合 ●①事前確認での想定どおり
って不登校になるケースが増加してきた。学校復帰へ向け、自立を促す場と時間が必要となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童生徒や保護者への教育相談、個別やグループ形態での適応指導、指導員や研究所担当者による学習に関する補充、運
動や調理実習、校外学習などの行事を通して自発的活動への支援が効果的に機能している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 不登校という個人情報を特に保護しなければならない事業の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため、市（市教委）が主導する必要があり、学校との連携を
□その他 　促進された 図る上からもそれが望ましい。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 本人や家庭環境等、個人情報保護の観点から。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 不登校児童生徒が学校へ復帰するためのステップとして適応指導教室（ヤング手賀沼）事業は、必要不可欠な事業である
実現が図られる 。

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 該当なし

＜その他の内容＞
個人情報保護の観点より。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
53 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

通級児童生徒が増え、継続して登校できる児童生徒が若干名いた。適応指導及び
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 30 50

保護者・学校との連携が効果的に進められた成果である。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,102 2,158 6,395 90.05
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当なし

23.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 通う人数は大幅に増えたが、出席率が伸びていない。児

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 童・生徒が増えたことにより、きめ細かい指導をするた

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.84 めの人手が不足していると考えられる。

% 10万円 0.47 55.95

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
不登校解消のためには、学校と関係機関（教育研究所、教育委員会指導課、ヤング手賀沼、心の教室相談員、スクールカウンセラー）との連携 令和元年度に国から従来の学校復帰を前提をした支援を見直す旨の通知があった。また、昭和５３年度に建築された建物は老朽化しており、改
が欠かせない。ヤング手賀沼に通級した児童生徒の中には、学校復帰につながった者もいる。本事業は、不登校児童生徒解消のために重要な役 修を要する。このため、令和２年度にヤング手賀沼の機能強化、施設の改修または移転、場所、配置人数等を検討し、個別施設計画を策定する
割を果たしており、引き続き推進していく。 。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1074 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 教育相談体制の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 適応指導教室「ヤング手賀沼」の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,065 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 7,459 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,102 千円 (うち人件費 1,056 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療



等を実施するとともに、地域に関する資料を収 地域の施設や社会のしくみの理解を深めさせることにより，地域社会の一員としての自覚や地域社会に対す
施策目的・

(2)目的 集し学習に活用するふるさとカリキュラムを推進します。 事業目的 る誇りと愛情を育てることができる。
展開方向

小学校３・４年生児童を対象に地域学習を進める上で，準教科書的な役割をなす副読本について，我孫子市 次期（平成３３年度末）改訂へ向けて、社会科副読本「わたしたちの我孫子」の方針を決定する。
の環境や状況の変化にともない４年に１回改訂することにより，充実した学習ができるようにする。３４年 ５月中旬第１回編集会議　改訂方針立案、単元別、作業グループ分けをし、作業計画を立てる。
度改訂版発行に向けた改訂方針を決定する。 当該年度 ６月～１１月　　指導計画の見直し作成　評価問題の検討・修正　改定へ向けた情報収集

執行計画 １２月～３月　　白地図の見直し作成　改訂へ向けた情報収集
(3)事業内容 内　　容

社会科副読本「わたしたちの我孫子」配付冊数 想定値 1,100当該年度
単位 冊

活動結果指標 実績値 1,000

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 社会科副読本「わたしたちの我孫子」編集委員会を構成し、次期改定への方針を決定する。現行の指導計画・評価問題の訂正版 直接 内容を検討し指導計画及び評価問題を改訂した割合 % 80 100
を作成する。

令和 2年度 次期改訂に向けて、編集委員会を組織し，内容検討・資料収集・調査等を行い，副読本の検討・見直しをすすめる。 直接 改訂すべき内容のうち検討・作成した割合 % 100

令和 3年度 社会科副読本「わたしたちの我孫子」編集委員会を組織し，内容検討・資料収集・調査等を行い，副読本の検討・見直しをすす 直接 改訂すべき内容のうち検討・作成した割合・発行 % 100
める。
我孫子市の環境や状況の変化にともない改訂していくが，正確を期するために専門家による検閲を行う必要がある。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会科副読本消耗品費 14 社会科副読本消耗品費 12 11 社会科副読本消耗品費 12 社会科副読本消耗品費 15
「わたしたち」の我孫子作成委託料 4,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14 合　　計 12 11 合　　計 12 合　　計 4,015
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14 12 11 12 4,015

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.17 0.17 0.17 0
正職員人件費 1,496 1,496 1,496 1,496 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,510 1,508 1,507 1,508 4,015
(11)単位費用

1.37千円／冊 1.37千円／冊 1.51
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小学校３・４年生児童を対象に地域学習をすすめる上で，準教科書的な役割を果たしている。副読本の資料とされる我孫 ●①事前確認での想定どおり
子市の環境や施設，しくみ等の状況が年々変化している。したがって，正しい内容を理解させるために副読本の見直しと ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 改訂作業を行い，充実した学習ができるようにする必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

記述内容や図表・グラフ等の資料及び写真等を新しい内容にすることは，地域の実態に合った正確な情報を知らせるだけ
でなく，社会・地域の実態や情勢にあった教育のためにもきわめて重要な作業である

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 社会科の副読本編集には，我孫子市の児童生徒の実態把握と

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 教育課程の理解が欠かせないため，教員の参加が必要である
□その他 　促進された 。市役所関係部署との連携も必須である。そのためには，市

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した （市教委）が主導となってすすめることでより実効性の高く
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された なる。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 編集作業は、実際に副読本を使用している教員が編集委員と □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した なりその考え・意見に基づいて進めるのが望ましい。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 商店主や農家、消防署、警察、市役所等、市内各所より取材 警察署や農家等に取材を行い、写真や資料の提供をしていた ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り をはじめ情報収集を行っている。 だいた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 本事業の社会科副読本「わたしたちの我孫子」を活用するこ ●①想定どおり
□②生き物と共存している とにより，身近な地域社会の生活や文化等を理解することを ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 通して，地域社会の一員としての自覚や誇り，愛情を育てる

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ことに貢献している。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

小学校13人の社会科副読本編集委員と協力し，年間作業計画に基づき編集作業を
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

実践した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,508 2 1,507 99.93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.63

% 10万円 6.64 100.15

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
小学校中学年の社会科の学習において，社会科副読本「わたしたちの我孫子」は地域について学ぶ大切な教材となっている。市の様子の変化は
顕著であり、常に最新の情報を掲載していく必要がある。市の様子の変化に伴い内容を改訂していく作業はこれからも継続していく必要があり
，今後も現状通り推進していく

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1076 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域資源を生かした教育の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 副読本(社会科副読本「わたしたちの我孫子」)の改訂 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,508 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 5,436 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52202 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

郷土について学ぶ機会を充実するため、地域学習や環境学習



とともに、地域に関する資料を収 地域学習，環境学習，キャリア教育などを通じて，子どもたちが地域に愛着と誇りを持ち心豊かに育つよう
施策目的・

(2)目的 集し学習に活用するふるさとカリキュラムを推進します。 事業目的 ，地域と学校がより協力し合う環境づくりを進めます。
展開方向

小・中学校の「総合的な学習の時間」の調べ学習等に本書の地域資料を活用することで，児童生徒が我孫子 ３１年度は第８版改訂に向けて編集計画を立てる３年目である。歴史・文化面の内容充実を目指し，編集計
市の理解を深めることができるようにする。我孫子市の環境や状況の変化に伴い，４年に１回改訂すること 画をたて編集作業に取り組んでいく。
で，より充実した学習が行えるようにする。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

学習図鑑「ふるさと手賀沼」編集会議開催数 想定値 6当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学習図鑑「ふるさと手賀沼」編集会議を開催し、資料収集・調査・写真撮影などを行い、第8版に向けての編集作業を行う。 直接 当該年度の第８版編集作業計画のうち実施した割合 % 80 100

令和 2年度 学習図鑑「ふるさと手賀沼」編集会議を開催し、資料収集・調査・写真撮影などを行い、第９版に向けての編集作業を行う。 直接 当該年度の第９版編集作業計画のうち実施した割合 % 100

令和 3年度 学習図鑑「ふるさと手賀沼」編集会議を開催し、資料収集・調査・写真撮影などを行い、第９版に向けての編集作業を行う。 直接 当該年度の第９版編集作業計画のうち実施した割合 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

第８版に向けての写真撮影， 第８版に向けての写真撮影 第８版に向けての写真撮影 第9
資料収集のための準備費用 14 資料収集のための準備費用 12 12 資料収集のための準備費用 15 資料収集のための準備費用 12

「ふるさと手賀沼」作成委託料 6,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14 合　　計 12 12 合　　計 6,015 合　　計 12
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14 12 12 6,015 12

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.2 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,760 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,070 1,068 1,068 7,775 1,068
(11)単位費用

178.33千円／回 178千円／回 178
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小学校や中学校において、理科、社会や総合的な学習の時間の中で、参考資料として活用されている。我孫子市の歴史や ●①事前確認での想定どおり
動植物が網羅されており、民話や伝統芸能、手賀沼の干拓などについても詳しく学ぶことができる。よって、我孫子市の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 状況、環境の変化に伴い、定期的に内容を検討し、新しい内容へと改訂していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

小中学校において、理科、社会科や総合的な学習の時間の中で地域学習の資料として活用され、大変役に立っている。改
訂によって、さらに我孫子の環境の変化に対応した学習図鑑にしていく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が学習図鑑の発行を行い、それを活用した学習を進めるこ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とで、子どもたちが地域に愛着と誇りを持ち、心豊かに育つ
□その他 　促進された ことの実現に貢献した。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 手賀沼の四季折々の写真や郷土芸能の写真や活動の様子等を 手賀沼の四季折々の写真や郷土芸能の活動の様子等を地域で ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 地域で活動している方から収集し、学習図鑑に掲載している 活動している方から収集し、学習図鑑に掲載している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 自然編の生物の写真の充実を図ったり、手賀沼浄化の取り組 手賀沼周辺の植物や生物の写真を掲載することで、環境教育 ●①想定どおり
□②生き物と共存している み等を掲載したりして、環境教育にも役立つ資料にする。 にも役立つ資料になっている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画通り編集作業を進めることができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,068 2 1,068 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

４年に一度の改訂のため（３１年度は改訂年度ではない） 計画通り編集作業を進めた。

0.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 計画通り編集作業を進めた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.36

% 10万円 9.36 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市が学習図鑑の改訂を４年に１回行い、常に新しい情報を子どもたちに提供していくこの事業は重要であり、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1077 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 一人ひとりの個性に応じた学習指導の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 副読本（学習図鑑「ふるさと手賀沼」）の改訂 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,068 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 12 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52202 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

郷土について学ぶ機会を充実するため、地域学習や環境学習等を実施する



くるため、教育委員会や学校、保護 小中学校児童生徒が安心して学校生活を送れるよう、個々の悩みの解消やいじめ問題の根絶を図ります。
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す
教育研究所内に市内小中学校児童生徒が直通でかけられる電話とメールによる相談窓口を開設し、専門の相 ・本事業を市内小中学校の全児童生徒に周知するよう、学校を通して啓発用チラシ配付したり公共機関に置
談員が対応にあたるとともに、関係諸機関との連携を密にし、児童生徒の悩みやいじめ問題の解決に取り組 いておく。また広報「あびこ」等にも掲載する。
んでいく。 当該年度 ・年間を通して直通電話とメールによる相談に対応するとともに、必要に応じて学校や関係機関とも連携し

執行計画 て問題解決にあたる。
(3)事業内容 内　　容

専門の相談員による電話・メールでの対応、返信 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 本事業が市内小中学校全児童生徒に周知され、相談件数が増えていくとともに児童生徒の悩みやいじめ問題の解決に向け、関係 直接 児童生徒の相談件数 件 40 50
機関との連携を図っていく。

令和 2年度 本事業の役割や効果が市内小中学校に周知され、相談件数がさらに増えていくとともに児童生徒の悩みやいじめ問題の解決に向 直接 児童生徒の相談件数 件 60
け、関係機関との連携を図っていく。

令和 3年度 相談員のスキル向上とともに本事業の役割や効果が市内小中学校に周知され、様々な悩みによる相談件数が増えるとともに児童 直接 児童生徒の相談件数 件 70
生徒の悩み解決に向け、関係機関との連携を図っていく。
相談を受けて具体的で直接的な解決のための支援にあたるためには、相談者が氏名や学校名を話してくれることが必要である。

(7)事業実施上の課題と対応 しかし、本事業の主旨からして匿名の相談が多いことが考えられるため、問題解決のための関係機関との連携が困難なケースが 代替案検討 ○有 ●無
少なくない。寄せられる相談に誠実に、着実に対応していく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 0 消耗品費 0 0 消耗品費 0 消耗品費 0
通信費 35 通信費 35 33 通信費 35 通信費 35
臨時職員賃金、雇用保険、労災保険 1,461 臨時職員賃金、雇用保険、労災保険 1,450 1,450 臨時職員賃金、雇用保険、労災保険 1,450 臨時職員賃金、雇用保険、労災保険 1,450

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,496 合　　計 1,485 1,483 合　　計 1,485 合　　計 1,485
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,496 1,485 1,483 1,485 1,485

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,461 1,450 1,450 1,450 1,450

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,672 1,661 1,659 1,661 1,661
(11)単位費用

16.72千円／％ 16.61千円／％ 16.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

全国各地で跡を絶たないいじめ問題への対応として、いじめ防止対策推進法が制定され、報道機関等でも取り上げられて ●①事前確認での想定どおり
社会的にも大きな注目を集めている。いじめはどの学校でも起こり得る深刻な問題であり、実際に市内小中学校で実施し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ たいじめアンケートでもいじめを受けていると回答した児童生徒がいる。子ども達の生命を守り、安心して学校生活を送 ○要
   背景は？(事業の必要性) れる状況をつくることは教育行政の使命のひとつであり喫緊の課題であると考える。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子どもたちからいじめをはじめ様々な悩みについて率直な相談が寄せられ、それに対して丁寧な対応をしてきた。回答か
ら子どもたちの支えになれたことが確認できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内小中学生の成長を温かく見守り励ますとともに、いじめ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 や一人ひとりの悩みにいち早く対応するためには、市が実施
□その他 　促進された する必要がある。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市が主導で進めるべき事業である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
配慮できる余地が限定的である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 50 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

事業の周知不足や、相談方法のマイナー化が考えられる。事業の周知について、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27 54

さらに力を入れていくとともに相談方法としてSNSを活用する等、時代に合わせ
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,661 11 1,659 99.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業内容から単純な数値化は困難だが、目標達成に向け

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 着実に実施していく。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.01

件 10万円 1.63 54.15

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
相談件数の増減にかかわらず、寄せられる相談に対して丁寧に対応していかなければならない。市内小中学校に対して、相談窓口のより一層の
周知に努めつつ、引き続き推進していく。相談数が減少しているため、SNSの活用等相談受付方法の検討をする必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1991 課コード 1504 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 教育相談体制の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・教育研究所

個別事業 小中学生のためのいじめ・悩み相談ホットライン 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,661 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 1,496 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつ


